
 

○八尾市一般廃棄物再生輸送業の指定に関する規則 

平成22年２月１日規則第１号 

八尾市一般廃棄物再生輸送業の指定に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号。以

下「省令」という。）第２条第２号に規定する再生利用の目的となる一般廃棄物（事業所から排

出される魚あら及び揚げかすに限る。以下同じ。）の収集又は運搬（以下「再生輸送」という。）

を業として行う者の指定（以下「再生輸送業の指定」という。）に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（指定等の申請） 

第２条 再生輸送業の指定を受けようとする者及び再生輸送業の指定の更新を受けようとする者

（以下これらの者を「申請者」という。）は、一般廃棄物再生輸送業指定（更新）申請書（様式

第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 事務所又は営業所にあっては付近の見取図、車庫にあってはその平面図及び付近の見取図 

(２) 申請者が前号に規定する施設の所有権（所有権を有しない場合には、使用する権原）を有

することを証する書類 

(３) 申請者が個人である場合にあっては、住民票の写し 

(４) 申請者が法人である場合にあっては、定款、登記事項証明書及び役員全員の住民票の写し 

(５) 申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第７条第５項第４号イからルまでのいずれにも該当しない旨を記載した申告書（様式第２号） 

(６) 従業者名簿（様式第３号）及び事業の用に供する車両の運転業務に就く従業者の運転免許

証の写し 

(７) 申請者の印鑑登録証明書（法人にあっては、その代表者の印鑑証明書） 

(８) 事業の開始に要する資金及びその調達方法に関する調書（様式第４号） 

(９) 申請者が個人である場合にあっては、前年度における所得税及び住民税の納税証明書 

(10) 申請者が法人である場合にあっては、前年度における貸借対照表、損益計算書並びに法人

税及び法人住民税の納税証明書 

(11) 契約（予定）者名簿（様式第５号）及び当該契約者との契約書（契約予定者の場合は、こ

れに類するもの）の写し 

(12) 事業の用に供する車両及び器材の一覧表（様式第６号） 



 

(13) 再生輸送車両の正面、両側面及び後面の写真（様式第７号） 

(14) 再生輸送車両の自動車検査証、自動車損害賠償責任保険証明書及び自動車任意保険証の写

し 

(15) 申請者が再生輸送車両の所有権（所有権を有しない場合には、使用する権原）を有するこ

とを証する書類 

(16) 人員配置図（様式第８号） 

(17) 誓約書（様式第９号） 

(18) その他市長が必要と認める書類及び図面 

（指定の基準） 

第３条 再生輸送業の指定及び再生輸送業の指定の更新に係る基準は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 申請者が法第７条第５項第４号イからルまでのいずれにも該当しないこと。 

(２) 申請者又はその使用者が、八尾市職員倫理条例（平成10年八尾市条例第24号）第８条第１

項の規定による警告を受けたものにあっては、当該警告を受けた日から２年を経過しているこ

と。 

(３) 申請者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でな

くなった日から５年を経過しない者（以下この条においてこれらの者を「暴力団員等」という。）

でないこと。 

(４) 申請者が法人の場合にあっては、その役員又は法第７条第５項第４号ト及びヌの政令で定

める使用人のうちに暴力団員等がいないこと。 

(５) 申請者が法人の場合にあっては、暴力団員等がその事業活動を支配するものでないこと。 

(６) 申請者が個人の場合にあっては、法第７条第５項第４号ト及びルの政令で定める使用人の

うちに暴力団員等がいないこと。 

(７) 申請者が自らその事業を実施する者であること。 

(８) 再生輸送車両は、非常時における代替車両が確保され、かつ、原則として自ら所有してい

ること（所有権を有しない場合には、使用する権原を有すること。）。 

(９) 再生輸送の用に供する施設及び申請者の能力が、省令第２条の２に規定する基準に適合す

るものであること。また、再生輸送車両は、自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質

の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第70号）第12条第１項に

規定する窒素酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準に適合するもの又は同法第13条第１項



 

（同条第３項において準用する場合を含む。）の規定により同法第12条第１項に規定する窒素

酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準が適用されないものであること。 

(10) 再生輸送車両を衛生的に保管できる車庫を有し、かつ、当該車庫の使用に関する権原を有

していること。 

(11) 国税及び地方税を滞納していないこと。 

２ 前項に定めるもののほか、再生輸送業の指定及び再生輸送業の指定の更新に係る基準に関し必

要な事項は、市長が別に定める。 

（指定の条件） 

第４条 市長は、再生輸送業の指定をし、又は再生輸送業の指定の更新をするときは、再生輸送業

の指定の期間を２年以内とするものとし、及び生活環境の保全上必要な条件を付することができ

る。 

（指定証の交付等） 

第５条 市長は、再生輸送業の指定をし、又は再生輸送業の指定の更新をしたときは、一般廃棄物

再生輸送業指定証（様式第10号。以下「指定証」という。）を交付する。 

２ 指定証は、他人に譲渡し、又は貸与してはならない。 

（変更又は廃止の届出） 

第６条 再生輸送業の指定を受けた者及び再生輸送業の指定の更新を受けた者（以下これらの者を

「指定業者」という。）は、当該再生輸送業の指定に係る申請事項に変更があったとき、又はそ

の事業を廃止したときは、当該事由が生じた日から10日以内に一般廃棄物再生輸送業指定変更・

廃止届出書（様式第11号）に市長が必要と認める書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（指定証の再交付） 

第７条 指定業者は、指定証を亡失し、き損し、又は汚損したときは、速やかに一般廃棄物再生輸

送業指定証再交付申請書（様式第12号）を市長に提出して、指定証の再交付を受けなければなら

ない。 

（遵守事項） 

第８条 指定業者は、再生輸送の業務を他人に委託してはならない。ただし、市長が適当と認める

場合にあっては、この限りでない。 

２ 指定業者は、再生輸送車両の故障等やむを得ない事情がある場合を除き、再生輸送に係る一般

廃棄物の積替えを行ってはならない。 

３ 指定業者は、前項の規定により積替えを行ったときは、速やかにその旨を市長に報告しなけれ



 

ばならない。 

（指定の取消し等） 

第９条 市長は、指定業者が次の各号のいずれかに該当するときは、再生輸送業の指定を取り消し、

又は期間を定めてその事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

(１) 法若しくは法に基づく処分又はこの規則若しくはこの規則に基づく処分に違反したとき。 

(２) 偽りその他不正な手段により再生輸送業の指定を受けたとき。 

(３) 第３条に規定する基準に適合しなくなったとき。 

(４) 第４条の規定により付された条件に違反したとき。 

(５) 正当な理由がなく長期間にわたり事業を休止したとき。 

(６) 前条に規定する遵守事項に違反したとき。 

(７) 前各号に定めるもののほか、市長が不適当と認めるとき。 

（指定証の返還） 

第10条 指定業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに指定証を市長に返還しなけれ

ばならない。 

(１) 第４条に規定する再生輸送業の指定の期間が満了したとき。 

(２) 第６条の規定により廃止の届出をしたとき。 

(３) 前条の規定により再生輸送業の指定を取り消されたとき。 

(４) 亡失した指定証を発見したとき。 

（帳簿の記載及び保管） 

第11条 指定業者は、再生輸送について、次に掲げる事項を記載した帳簿を作成しなければならな

い。 

(１) 再生輸送年月日 

(２) 一般廃棄物の排出者ごとの再生輸送量 

(３) 再生輸送の方法及び再生輸送先ごとの再生輸送量 

(４) 再生輸送の受託にあっては、受託年月日、委託者の氏名及び住所（法人にあっては、その

名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）、受託内容並びに受託料金の額 

２ 前項の帳簿は、事務所又は営業所ごとに備え、再生輸送を行った年度ごとに整理し、当該年度

の翌年度の初日から起算して５年を経過する日まで保管しなければならない。 

（報告） 

第12条 指定業者は、毎年４月１日前１年間に行った再生輸送について、一般廃棄物再生輸送業業



 

務報告書（様式第13号）を作成し、次に掲げる事項を記載した書類を添えてその年の６月30日ま

でに市長に提出しなければならない。 

(１) 一般廃棄物の排出者の氏名又は名称及び排出者ごとの再生輸送量 

(２) 再生輸送先ごとの再生輸送量 

（指定等の審査） 

第13条 市長は、再生輸送業の指定及び再生輸送業の指定の更新の適否に係る事項並びに第９条に

規定する再生輸送業の指定の取消し等に係る事項の審査を八尾市廃棄物の減量及び適正処理に関

する条例施行規則（平成17年八尾市規則第42号）第41条第１項に規定する一般廃棄物処理業審査

委員会において行う。 

（その他） 

第14条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成22年３月12日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年２月２日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年７月６日規則第45号） 

この規則は、平成24年７月９日から施行する。 

附 則（令和元年12月13日規則第31号） 

この規則は、令和元年12月14日から施行する。 

附 則（令和２年１月30日規則第４号） 

この規則は、令和２年５月１日から施行する。 

附 則（令和３年５月19日規則第80号） 

この規則は、令和３年６月１日から施行する。 
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